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1 R5.8.8 R5.9.8
・(R5）コンプライアンス推進研修の進め方テキスト
・令和５年度課長研修Ⅰテキスト

6 1 1

(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるもの又は特
定の個人を識別することができないが権利利益
を侵害するものであるため

総務局人事部人事課

2 R5.9.4 R5.9.13

令和５年８月３１日東京地方裁判所民事第２部で判決言渡しがあった固定資産評価
審査決定取消等請求事件に係る判決文書
ただし、以下の情報を除く。
１　特定の個人・法人・団体の氏名、名称及び住所並びにこれらを特定できる情報
２　納税者の保有する不動産等の所在地、家屋番号、建物番号及び納税通知書番号
等特定の個人・法人・団体を識別できる税務情報
３　本税額、滞納税額、延滞金額、差押財産の内容等特定の個人・法人・団体を識
別することはできなくても、公にすることにより、なお当該個人等の権利利益を害
するおそれがある税務情報
４　税務事務所・法務局等を特定できる固有名詞部分及び所属人員の固有名詞等

40 1 総務局総務部法務課

3 R5.7.24 R5.9.22 ４八支港第70号「八丈島空港管理運営業務委託代金の支払いについて」 8 1
総務局八丈支庁港湾

課

4 R5.7.24 R5.9.22
・３八支港第616号「令和４年度における東京都八丈島空港の管理に要する費用に関
する協定の締結について」
・支出命令書

67 1 1 1

(条例第7条第3号)
法人等に係る情報で、公にすることにより法人
等の事業運営上の地位が損なわれると認められ
るため
(条例第7条第4号)
犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそれ
があるため

総務局八丈支庁港湾
課

5 R5.7.24 R5.9.22 検査調書 1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため

総務局八丈支庁港湾
課

6 R5.7.21 R5.9.22
３総人権人第843号「東京都人権プラザの管理運営に関する年度協定の締結について
（協議）」

78 1
総務局人権部人権施

策推進課

7 R5.7.21 R5.9.22

１　令和４年度東京都人権プラザの管理運営に関する年度協定
２　４総人権人第82号「東京都人権プラザの管理運営に関する年度協定に基づく令和４年度第１
四半期（令和４年４月１日から同年６月30日まで）分の管理業務に要する経費の支出について
３　４総人権人第286号「東京都人権プラザの管理運営に関する年度協定に基づく令和４年度第
２四半期（令和４年７月１日から同年９月30日まで）分の管理業務に要する経費の支出について
４　４総人権人第457号「東京都人権プラザの管理運営に関する年度協定に基づく令和４年度第
３四半期（令和４年10月１日から同年12月31日まで）分の管理業務に要する経費の支出について
５　４総人権人第729号「東京都人権プラザの管理運営に関する年度協定に基づく令和４年度第
４四半期（令和５年１月１日から同年３月31日まで）分の管理業務に要する経費の支出について
６　上記支出決定に係る支出命令書

92 1 1 1

(条例第7条第3号)
法人等に係る情報で、公にすることにより法人
等の事業運営上の地位が損なわれると認められ
るため
(条例第7条第4号)
犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそれ
があるため

総務局人権部人権施
策推進課

8 R5.7.21 R5.9.22 東京都人権プラザ　検査調書、仕様書 1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため

総務局人権部人権施
策推進課

9 R5.7.21 R5.9.22
・東京都人権プラザ　事業計画
・東京都人権プラザ　報告書
・東京都人権プラザ　指定管理者の選定に関する文書

公表を行っている情報と同一の情報が記載され
ており、東京都情報公開条例第18条第２項に該
当するため

総務局人権部人権施
策推進課

10 R5.7.21 R5.9.22 都立多幸湾公園の管理に係る委託料の支出（令和4年度分） 29 1 1

(条例第7条第3号)
法人等に係る情報で、公にすることにより法人
等の事業運営上の地位が損なわれると認められ
るため

総務局三宅支庁土木
港湾課

11 R5.7.21 R5.9.22 都立多幸湾公園の管理に係る委託料の支出（令和4年度分）検査調書 1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため 総務局総務部法務課
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12 R5.9.12 R5.9.22

令和４年４月15日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2022 年４月分）に伴
う消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2022年４月21日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2022 年４月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2022年５月13日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2022 年５月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2022年６月17日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2022 年６月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2022年７月19日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2022 年７月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2022年８月12日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2022 年８月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2022年９月16日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2022 年９月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2022年10月14日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2022 年10月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2022年11月11日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2022 年11月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2023年１月13日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2023 年１月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
2023年３月17日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2023 年３月分）に伴う
消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
令和５年４月14日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2023 年４月分）に伴
う消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
令和５年５月12日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2023 年５月分）に伴
う消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
令和５年７月14日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2023 年７月分）に伴
う消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）
令和５年９月15日付事務連絡　小売物価統計調査品目における基本銘柄の一部改正（2023 年９月分）に伴
う消費者物価指数計算上の取扱いについて（通知）

35 1
総務局統計部社会統

計課

13 R5.9.12 R5.9.25

（１）令和３年９月15日付事務連絡（厚生労働省政策統括官付参事官付雇用・賃金
福祉統計室毎勤第一係長）
毎月勤労統計調査夏季賞与関係業務について
毎月勤労統計調査夏季賞与関係業務について（別添１、２)
（２）令和３年10月８日付事務連絡（厚生労働省政策統括官付参事官付雇用・賃金
福祉統計室毎勤第一係長）
「毎月勤労統計調査夏季賞与関係業務について」の修正について
「毎月勤労統計調査夏季賞与関係業務について」の修正について（別紙）
修正版　事務連絡「毎月勤労統計調査夏季賞与関係業務について（別添１、２）」
（３）令和４年１月26日　第173回統計委員会・第21回企画部会（資料３）
（４）令和４年１月27日　毎月勤労統計調査の集計方法の変更について（厚生労働
省ホームページ資料）

29 1
総務局統計部人口統

計課

14 R5.9.11 R5.9.25
口頭注意及び訓告の判断理由が分かる書類
措置（口頭注意及び訓告）が知事名で行われることが分かる書類

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため 総務局人事部人事課

15 R5.9.11 R5.9.25 懲戒処分が知事名で行われることが分かる書類 法令が該当し、開示請求の対象外となるため 総務局人事部人事課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

16 R5.9.1 R5.9.28

4月25日 メール
 　　　 添付ファイル
5月11日 メール
        添付ファイル
5月12日 メール
5月20日 文書
5月23日 メール
        添付ファイル
6月 2日 文書
6月22日 メール
        添付ファイル
7月11日 メール
        添付ファイル
8月12日 メール
        添付ファイル
8月17日 メール
        添付ファイル
8月19日 メール
        添付ファイル
8月22日 文書
8月23日 メール
        添付ファイル

61 1 1 1

(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるもの又は特
定の個人を識別することができないが権利利益
を侵害するものであるため
(条例第7条第6号)
業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある
ため

総務局人権部人権施
策推進課

17 R5.9.1 R5.9.28
都立施設「東京都人権プラザ」の企画展で昨年、関東大震災の朝鮮人虐殺に触れた
映像作品の上映が認められなかったことに関して、決定に際して、参考にした資料
や専門家とのやりとりなどのすべての文書や図面や電磁的記録

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため

総務局人権部人権施
策推進課

18 R5.7.31 R5.9.29

「性自認及び性的指向に関する調査」に係る文書等
・調査受託業者より納入・提出された文書
性自認及び性的指向に関する調査報告書（アンケート調査：概要版）、性自認及び
性的指向に関する調査報告書（事例調査）、性自認及び性的指向に関する調査報告
書（事例調査：概要版）、性自認及び性的指向に関する調査スケジュール表

64 1 総務局人権部企画課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

19 R5.7.31 R5.9.29

１「東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム」に係る文書等
・システム構築・運用保守受託業者より納入・提出された文書
【令和４年度　構築・運用】
実施完了報告書、運用報告書、進捗管理資料、履行体制及び遵守事項の誓約書、業務従事者に対する遵守事項の周知
実施報告書、業務従事者向け研修実施報告書、再委託の承諾申請書、メールテンプレート一覧
【令和５年度　運用】
運用報告書、進捗管理資料、履行体制及び遵守事項の誓約書、業務従事者に対する遵守事項の周知実施報告書、業務
従事者向け研修実施報告書、再委託の承諾申請書
【令和５年度　改修】
実施完了報告書（メール送付機能）、進捗管理資料、履行体制及び遵守事項の誓約書、業務従事者に対する遵守事項
の周知実施報告書、業務従事者向け研修実施報告書、再委託の承諾申請書
・システム構築・運用保守受託業者と都とのやりとりに係る文書
電子メール
・システムに係る都職員向け研修文書
操作研修アジェンダ
・システム導入の意思決定に係る都庁内での検討文書
システム導入検討記録
・システムに係る問い合わせ・取材対応等に関する記録文書
システムに関する問い合わせ記録
・その他システムに係る各種文書
令和４年度東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム構築・運用支払起案（後期分・運用分）、令和５年
度東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム運用保守契約起案、令和５年度東京都パートナーシップ宣誓
制度届出等管理システム改修契約起案、スマートフォン等端末レンタルサービス申込書、スマートフォン等端末使用
に関するリース契約起案（令和４年度）、スマートフォン等端末使用に関するリース契約の支払起案（令和４年
度）、スマートフォン等端末使用に関するリース契約の支払起案（令和５年度）
２「性自認及び性的指向に関する調査」に係る文書等
・調査受託業者より納入・提出された文書
性自認及び性的指向に関する調査実施体制表

917 1 1 1 1 1

(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるもの又は特
定の個人を識別することができないが権利利益
を侵害するものであるため
(条例第7条第3号)
法人等に係る情報で、公にすることにより法人
等の事業運営上の地位が損なわれると認められ
るため
(条例第7条第4号)
犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそれ
があるため
印影の偽造等による犯罪の予防等に支障をきた
すおそれがあるため
(条例第7条第6号)
事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある
ため

総務局人権部企画課

20 R5.7.31 R5.9.29

１「東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム」に係る文書等
・システム構築・運用保守受託業者より納入・提出された文書
【令和４年度　構築・運用】
　実施計画書、要件定義書、基本・詳細設計書、テスト仕様書、テスト計画書、テスト結果報告書、バックログ対応
状況一覧
【令和５年度　運用】
実施計画書（運用保守作業実施計画書）
【令和５年度　改修】
　実施計画書
・都からシステム構築・運用保守受託業者に対し提供した文書
【令和４年度　構築・運用】
　ユーザテストシナリオ、運用テスト・受入テスト結果、ユーザテストテスター一覧、ユーザテスト結果
【令和５年度　改修】
　ユーザテストシナリオ、ユーザテストテスター一覧
・システム運用に係る都職員向けマニュアル
　都職員向けシステム操作マニュアル、運用マニュアル
・その他、システムに係る各種文書
　スマートフォン等端末レンタルサービス見積

1 1 1 1 1

(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるもの又は特
定の個人を識別することができないが権利利益
を侵害するものであるため
(条例第7条第3号)
法人等に係る情報で、公にすることにより法人
等の事業運営上の地位が損なわれると認められ
るため
(条例第7条第4号)
犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそれ
があるため
(条例第7条第6号)
事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある
ため

総務局人権部企画課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

21 R5.7.31 R5.9.29

１「東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム」に係る文書等
・システム構築・運用保守受託業者より提出された文書
【令和４年度　構築・運用】
引継書、データ消去完了報告書
【令和５年度　運用】
作業実施報告書、障害対応実施報告書、問題管理表、引継書、データ消去完了報告書
【令和５年度　改修】
要件定義書、基本・詳細設計書、テスト仕様書、テスト計画書、テスト結果報告書、操作マニュアル等、実施完了報告書（全体
版）、作業実施報告書
・システム構築・運用保守受託業者と都とのやりとりに係る文書
　電話対応記録、FAX
・システムの不正利用を見抜くための対応マニュアル
　システムの不正利用を見抜くためのマニュアル
・システムの不正利用があった場合の対応マニュアルや対応記録文書
　システムの不正利用があった場合の対応マニュアル
　システムの不正利用があった場合の対応記録
・システムに係る問い合わせ・取材対応等に関する記録文書
　取材記録
２「性自認及び性的指向に関する調査」に係る文書等
・「性自認及び性的指向に関する調査」に係る文書
調査受託業者より納入・提出された承認依頼書、相談文書、都から調査受託業者に対し送付・通達・提供等した全ての文書等、
調査受託業者と都とのやりとりに係る文書等（協議記録、打ち合わせ記録、電話対応記録、FAX等）、受託業者が仕様書に定める
成果品報告の期限を遵守しなかったことに関する文書等、令和４年３月16日開催の東京都議会総務委員会に係る本件対応等に関
する文書等、調査に係る問い合わせ・取材対応等に関する記録等、その他、調査に係る各種記録・資料等
３「『東京都パートナーシップ宣誓制度』検討に係る有識者等ヒアリングに係る文書等」
・2022 年1 月14 日付インターネットメディア報道（「【同和化する LGBT 】「東京都パートナーシップ宣誓制度」は ”仕事を
やってる感” まる出し！」（示現舎）https://jigensha.info/ 2022/01/14/dowalgbt/）において当時未公開であったヒアリン
グ内容等が公開される事態となったことに関する対応記録文書
　取材対応記録、情報漏洩を行った人物に関する調査・対応記録
・ヒアリングに係る問い合わせ・取材対応等に関する記録文書
　ヒアリングに係る取材対応記録

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため 総務局人権部企画課

22 R5.7.31 R5.9.29

１「東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム」に係る文書等
・システム構築・運用保守受託業者と都とのやりとりに係る文書
　電子メール
２「性自認及び性的指向に関する調査」に係る文書等
・調査受託業者と都とのやりとりに係る文書
　電子メール
３「『東京都パートナーシップ宣誓制度』検討に係る有識者等ヒアリングに係る文書等」
・有識者等ごとのヒアリング記録
　有識者等ごとのヒアリング記録

1
当該公文書は、保存期間が1年未満のものであ
り、廃棄済であるため、存在しない。 総務局人権部企画課

23 R5.7.31 R5.9.29

「東京都パートナーシップ宣誓制度届出等管理システム」に係る文書等
・システム構築・運用保守受託業者より納入・提出された文書
利用者向けシステム操作マニュアル
https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/10jinken/base/upload/item/system_manual
_jp2.pdf

請求された公文書については東京都情報公開条
例第18条2項に規定する「インターネットによ
る公表情報等」に該当する文書であり、開示請
求の対象とはならない。

総務局人権部企画課


